
第 38回 恵那市都市計画審議会 次第 

 

日時：令和７年９月 11日（木） 

午後３時 30分～ 

場所：恵那市役所西庁舎４階 ４Ａ会議室 

 

 

１．開会 

 

２．あいさつ 

 

３．会議の成立 

 

４．報告事項 

（１）恵那市立地適正化計画素案の内容について 

（２）恵那都市計画道路雀子ヶ根鏡山線の変更内容について 

（３）都市計画道路見直し方針の進捗状況について 

 

５．その他 

 

６．閉会 



選出区分 氏名 所属 備考

１号委員 磯　部　　友　彦 中部大学工学部 教授

１号委員 竹　中　　道　明 恵那商工会議所 副会頭

１号委員 小　板　　宏　正 恵那市農業委員会 代表

１号委員 柘　植　　恒　雄 恵那市地域自治区 代表

１号委員 山　田　　敬　志 岐阜県建築士会 東濃支部 欠席

２号委員 渡　辺　　武　彦 恵那市議会議員

２号委員 猿　渡　　南　江 恵那市議会議員

２号委員 西　尾　　努 恵那市議会議員

２号委員 千　藤　　安　雄 恵那市議会議員

２号委員 鵜　飼　　伸　幸 恵那市議会議員

３号委員 石　井　　伸　吾 岐阜県恵那土木事務所長
欠席(代理)
副所長　土屋　彰宏

３号委員 坪　井　弥 栄 子 男女共同参画プラン推進委員会 代表

第38回恵那市都市計画審議会　出席者名簿



立地適正化計画（素案）の内容について

第38回 恵那市都市計画審議会 資料
令和７年９月11日（木） 15：30～

建設部 都市整備課

1. 策定背景

2. 制度概要

3. 計画（素案）

4. 参考資料
（補助制度）

・都市構造再編集中支援事業
・都市再生整備計画
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・策定の流れ、策定背景

・居住・都市機能誘導区域
・誘導施設、誘導施策
・防災指針

・制度概要

報告事項（１）



１ 策定背景 策定の流れ

時期 内容

Ｒ５ ・関連計画・データ整理

Ｒ６～Ｒ７
・素案作成、関係機関調整
・都市計画審議会 報告・協議

Ｒ７.９ ・全員協議会 報告 （R5.8 作成着手前 報告済）

Ｒ７.10 ・地域自治区会長会議 説明

Ｒ７.11
・パブコメ、広報特集、説明会 実施
・案の作成

Ｒ７.12 ～ Ｒ８.１ ・県事前調整・隣接市へ照会

Ｒ８.２～３ ・都市計画審議会

Ｒ８.３ ・計画策定、公表
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Ｒ５

Ｒ６

Ｒ７

関連計画・データ整理 計画検討
都市計画審議会での報告・協議

計４回

令和６年３月13日（第35回）

令和６年７月12日（第36回）

令和７年６月30日（第37回）

令和７年９月11日（第38回）【今回】



都市計画審議会 地域意見聴取

地域自治区会長会議
公聴会（説明会）
パブコメ

都市計画審議会

素案作成 案作成

県協議

広域調整

決定・公表

全協

市広報誌で周知

情報提供

構成員：学識経験者、市議会
議員、関係行政機関
の職員、市民代表

Ｒ６ 素案作成 Ｒ７ 案作成、地域意見聴取、法定手続き

市 長
【事務局】
都市整備課都市計画審議会

意見
市 議 会

市 民

関係機関
意見聴取

意 見

情報提供

連携調整

地域説明、パブコメ など

岐阜県、国交省 など

組織体制

計画検討・地域意見聴取の流れ

１ 策定背景 組織体制、策定の流れ
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意見聴取



2015年

2030年

2050年

国土交通省「メッシュ別将来人口推計（H30年推計）」
※赤線：市街地環状道路網

2030年 市街地環状道路網※の外側で
人口が大きく減少

2050年 市街地環状道路網の内側、
中心部でも人口が大きく減少

将来人口 は 大きく減少

市街地中心部 でも 人口減少
（人口密度低下）

恵那駅

恵那駅

恵那駅
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47,774 
43,758 

40,511 
37,396 

34,376 
31,436 28,611 

5,499 4,483 3,589 3,077 2,862 2,629 2,354 

25,118 
22,654 

20,853 18,860 
16,388 

14,292 12,613 
16,856 16,621 16,069 15,459 15,126 

14,515 13,644 
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出典：国勢調査、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（R5推計）」

注：2020年の総人口には「年齢不詳」を含む

将来の人口推計（総人口及び年齢３区分別人口）

（年）

（人）

総人口

15～64歳

0～14歳

65歳以上

2020(R2)年

47,774 人

2050(R32)年

28,611 人（推計値）

30年で

約 19,000人 減少

１ 策定背景



資料：国土交通省資料を基に作成

人口

多い

少ない

今までの
市街化傾向

都市構造
改 革

低密化
を放置

持続可能な
都市経営

を推進
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今後、望まれる 拡散型から 拠点ネットワーク型都市構造 への再編

１ 策定背景
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１ 策定背景
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１ 策定背景



１ 策定背景
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（参考）東濃他市の状況

■多治見市（平成31(2019)年3月 策定）  

・計画期間：平成31(2019)年度～令和22(2040)年度
・中心拠点：多治見駅を中心とした区域

■中津川市（令和3(2021)年3月 策定）

・目標年次：令和2(2020)年度～令和22(2040)年度
・中心拠点：中津川駅、リニア岐阜県駅を中心とした区域

■瑞浪市 （令和3年(2021)年4月 策定）

・目標年次：令和17(2035)年
※ 基準年（平成27(2015)年）から概ね20年後

・中心拠点：瑞浪駅周辺の商店街を中心とする市街地

■土岐市 作成中

■全国：907都市（岐阜県：21都市）が立地適正化計画について具体的な取り組みを
行っている。（R7.3.31）

■このうち、全国：636都市（岐阜県：8都市）が計画を作成・公表

資料：国土交通省資料を基に作成

令和７年３月３１日までに立地適正化計画を作成・公表の都市（黒字：636都市）。
うち、防災指針を作成・公表の都市（黒太字◎：432都市）。
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１ 策定背景 近隣他自治体の状況



２ 制度概要 立地適正化計画の位置づけ
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計画体系

恵那市の都市機能を維持するための

市マスタープランの高度化版

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

恵那都市計画区域マスタープラン 

自然とともに ひととまちが輝く 活力あふれる恵那 
水と緑の豊かな地域の連携による 

持続可能な定住・交流都市への再構築 

恵那市総合計画 

●交通 

 ＊明知鉄道沿線地域公共交通計画 

 ＊恵那市地域公共交通計画 

●基盤整備 

 ＊恵那市リニアまちづくり基盤 

整備計画 

●住宅 

 ＊恵那市住宅マスタープラン 

 ＊恵那市空家等対策計画 

●防災 

 ＊恵那市国土強靭化地域計画 

 ＊恵那市地域防災計画 

●その他 

 ＊恵那市公共施設等総合管理計画 

 ＊恵那市市有財産（公有財産） 

利活用基本方針 

             等 

●区域区分 

●地域地区（用途地域、防火地域 

・準防火地域等） 

●都市施設（道路、公園、下水道等） 

●市街地開発事業 

●地区計画 

       等 

即す 

即す 即す 

関連計画 

 

 

恵那市都市計画マスタープラン 

 

恵那市立地適正化計画 整合 

即す 

個別の具体の都市計画 

恵那市全体の都市づくりの
方針を示す計画



③ 地域別構想 の地域区分
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① 都市計画マスタープランの構造
北部地域

南部地域

都市計画
区域 内

都市計画
区域 外

中央部地域

西部地域

第１章 策定の目的と位置づけ
第２章 都市づくりの現状と課題
第３章 全体構想

第 章 立地適正化計画

第４章 地域別構想
第５章 都市計画マスタープランの実現に向けて

② 全体構想（抜粋）

④ 南部地域の地域づくり方針図

都市計画マスタープランでの位置づけ

２ 制度概要 立地適正化計画の位置づけ

○都市計画区域外での土地利用の制限、農地・森林の保全

・都市計画区域外は、基本的に農地や森林の保全を図るものとし、
まちづくり条例の活用などによる土地利用規制誘導を検討します。
～（略）～

・「生活拠点」である各地域の中心地（振興事務所周辺など）では、
公共交通の利便性の向上、生活基盤施設の充実などを通じて、人口と
住宅、生活サービス機能の維持・集積を図り、まちづくり資源を活かした
特色のある地域の拠点を創出します。



一極集中
・地域を切り捨て、市内の主要な拠点（恵那
駅周辺等）１箇所に全てを集約させる政策
ではないか

多極型の都市構造
・中心的な拠点だけではなく、各振興事務所周辺などの地域拠点
も含めた、拠点ネットワーク型の都市構造を目指す

立地適正化計画をめぐる誤解

全ての人口の集約
・全ての居住者（住宅）を一定のエリアに
集約させることを目指すのではないか

強制的な集約
・居住者や住宅を強制的に短期間で移転
させる施策ではないか

全ての人口の集約を図るものではない
・誘導により一定エリアで人口密度の維持を目指すが、都市郊外
部、農村部でもそれぞれの地域特性に応じた居住環境を確保する

・例えば、農業従事者が農村部に居住することは合理的
（集約で一定エリアの人口密度を維持）

誘導による集約
・動機付けを講じながら、時間をかけながら居住や都市機能の
集約化を推進

地価水準の格差を生む
・居住・都市機能を集約する区域の内外で
地価水準が大きく分かれ、格差が生じるの
ではないか

急激な地価変動は生じない
・誘導策による中長期的な取組であり、急激な地価変動は
見込まれない

・まちなかの地価の維持・上昇に加え、都市全体の地価水準の
底上げ等の波及効果を期待

資料：国土交通省資料を基に作成
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２ 制度概要 立地適正化計画をめぐる誤解

正しい認識



都市機能などが集積した拠点を形成

住宅などの誘導を促進

・中心拠点 … 都市機能を集積

・地域拠点 … 各地域のまちづくりの拠点

拠点を相互に結び付ける

・ネットワーク … 拠点間をつなぐ（地域交通）

拠点ネットワーク型都市構造 とは

「拠点ネットワーク型都市構造」のイメージ図
（恵那市都市計画マスタープラン）

地域
拠点

地域
拠点

地域
拠点

地域
拠点

地域
拠点

地域
拠点

土地利用構想のイメージ図
（第３次恵那市総合計画（案））

都市計画
区域 内

都市計画
区域 外

２ 制度概要 拠点ネットワーク都市構造について
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都市機能誘導区域

居住誘導区域

立地適正化計画区域＝都市計画区域
（旧恵那区域）

地域生活拠点
（法定外の任意事項）

立地適正化計画の
イメージ

居住・都市機能を
誘導するエリア を設定

エリア設定

都市機能誘導区域に必要な機能を有する
施設の種類・規模 を設定

ex）延床面積 ○m2以上の食品スーパー  延床面積 ○m2以上の病院 など

誘導施設設定

誘導施策 の実施

届出・勧告制度 の実施 ※規制ではない

○居住・都市機能誘導区域外における一定規模の開発・建築等行為

○都市機能誘導区域外における都市機能誘導施設の休廃止 など

不調の場合 勧告(助言)
（調整・情報提供）

届出該当する場合

誘導施策、届出・勧告制度の実施

※要 勧告基準

※場合によっては
公表もあり

都市機能誘導区域

居住誘導区域

届出対象

届出対象外

計画期間：20年 ※５年ごとに評価、見直し

概 要

２ 制度概要 計画で定める主な事項
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居住・都市機能を
誘導するエリア を設定

エリア設定

立地適正化計画区域＝都市計画区域＝旧恵那
※ レッドゾーンなど 原則として指定できないエリアあり

※「都市計画運用指針」
都市機能誘導区域へ誘導することが求められる医療、福祉、商業等の身近な生活に
必要な都市機能について、各機能の特性に応じた一定の利用圏人口によってそれらが
持続的に維持されることを踏まえ、当該人口を勘案しつつ定めることが望ましい

資料：恵那市都市計画総括図を加工

用途地域

恵那駅

立地適正化計画区域
＝都市計画区域＝旧恵那区域

都市機能誘導区域

居住誘導区域

・用途地域内
・市街地環状道路の
内側・周辺部の市街地

などを想定
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地域生活拠点
（法定外の任意事項）

立地適正化計画のイメージ

２ 制度概要 計画で定める主な事項 エリア設定



都市機能誘導区域に必要な機能を有する
施設の種類・規模 を設定

誘導施設 設定

例：地方中核都市クラスの中心拠点と地域・生活拠点に対して想定された、各種の機能に対する施設例

資料：国土交通省「立地適正化計画作成の手引き」
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２ 制度概要 計画で定める主な事項 誘導施設



誘導施策 の実施

○都市機能・居住の誘導
ex）都市機能誘導区域への

アクセス道路整備

○公共交通の利便性向上

○居住誘導区域外の災害発生のおそれのある
区域での災害リスクの明示

○誘導施設、歩行空間の整備

○市が保有する不動産の有効活用 など

届出・勧告制度 の実施

○居住誘導区域外における一定規模の開発・建築等行為
・３戸以上 or 1,000m2以上 の住宅地開発
・人の居住の用に供する建築物として条例で定めるもの など

○都市機能誘導区域外における一定規模の開発・建築等行為
・誘導機能を有する建築物の建設

○都市機能誘導区域内における誘導施設の休廃止
・誘導施設を休止または廃止しようとする場合

不調の場合 勧告(助言)
（調整・情報提供）

届出該当する場合

誘導施策、届出・勧告制度の実施

※要 勧告基準

※場合によっては
公表もあり

都市機能誘導区域

居住誘導区域

旧恵那区域

立地適正化計画区域
＝都市計画区域

届出対象エリア
※立地適正化計画区域内かつ
居住・都市機能誘導区域外

届出対象外
※立地適正化計画区域外

恵南区域

立地適正化計画区域外
＝都市計画区域外
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２ 制度概要 計画で定める主な事項 誘導施策、届出・勧告制度
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○作成主体：市町村
※単独又は共同して作成する任意計画

○計画事項 （都市再生特別措置法第81条第2項に規定）

1. 住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化に関する基本的な方針

2. 居住誘導区域（市町村が講じる施策を含む）

3. 都市機能誘導区域及び誘導施設（市町村が講じる施策を含む）

4. 誘導施設の立地を図るための事業等

5. 防災指針

6. ②～⑤に基づく取組の推進に関する事項

7. その他、立地の適正化を図るために必要な事項

※上記の記載に基づく法的効果が適用される

（誘導区域外における一定規模以上の住居や
誘導施設の立地に関する届出等）

３ 計画（素案） 立地適正化計画に記載する事項 一覧
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３ 計画（素案） 恵那市立地適正化計画の概要について

恵那市立地適正化計画で定める主な内容

１  居住誘導区域 の設定

 ・用途地域をベースに、工業系用途地域、レッドゾーン、イエローゾーンを除外
 ・白地地域のうち、住居系用途地域指定を検討している区域を含める

２  都市機能誘導区域 の設定

 ・用途地域のうち、駅南の商業地域、第二種住居地域、近隣商業地域 に指定されているエリアを中心に設定

３  地域拠点 の設定（法定外の任意事項）

 ・第３次恵那市総合計画（案）の土地利用構想をベースに、都市機能が集まる中心拠点と、各地域に地域拠点を設定
  ・都市機能誘導区域のある中心拠点と、地域拠点を交通ネットワークで結び、利便性・生活の質の向上

４  誘導施設（都市機能増進施設） の設定

 ・中心拠点：市役所、図書館・文化会館・美術館等、観光交流センター、大規模小売店舗、食品スーパー、
 銀行・信用金庫、福祉センター、子育て支援センター、児童センター を設定

５  誘導施策 を記載

 ・届出制度の運用（都市機能区域外への誘導施設の開発・整備や、居住誘導区域外への一定規模以上の
 開発・整備についての届出制度）による、情報収集・立地の促進など

 ・その他、既存の誘導施策の実施

６  防災指針 を記載

 ・恵那市国土強靭化地域計画、恵那市地域防災計画、岐阜県が公表する土砂災害、洪水、地震に関する情報
 を基に、都市の防災機能を確保する指針を記載
 →レッドゾーン、イエローゾーンを居住誘導区域から除外



３ 計画（素案）

参考：用途地域図
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１ 居住誘導区域の設定

１ 都市機能・居住を誘導する区域設定の考え方

(１)居住誘導区域 （都市計画運用指針）

居住誘導区域は、人口減少の中にあっても一定のエリアにお
いて人口密度を維持することにより、生活サービスやコミュニ
ティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域。

このため、居住誘導区域は、都市全体における人口や土地利
用、交通や財政、災害リスクの現状及び将来の見通しを勘案し
つつ、居住誘導区域内外にわたる良好な居住環境を確保し、地
域における公共投資や公共公益施設の維持運営などの都市経営
が効率的に行われるよう定めるべき
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３ 計画（素案）
２ 居住誘導区域に定めることが考えられる区域 ※都市計画運用指針

ア 都市機能や居住が集積している都市の中心拠点及び生活拠
 点並びにその周辺の区域

イ 都市の中心拠点及び生活拠点に公共交通により比較的容易
 にアクセスすることができ、都市の中心拠点及び生活拠点
 に立地する都市機能の利用圏として一体的である区域

ウ 合併前の旧町村の中心部等、都市機能や居住が一定程度集
 積している区域

(１) 都市機能が集積している区域

(２) 公共交通の利便性が高い区域

大規模小売店舗立地法届出状況等

500mﾒｯｼｭ人口 R2国勢調査

500mﾒｯｼｭ将来推計人口 R6国政局推計

生活サービス施設から徒歩圏800m

鉄道駅から1km圏内または
バス運行本数が一日15本以上のバス停から
300m圏内

鉄道駅から1km圏内または
バス運行本数が一日15本以上のバス停から
300m圏内

21

１ 居住誘導区域の設定



３ 計画（素案） １ 居住誘導区域の設定

(３) 都市基盤が整備されている区域

22

長島町永田地区等用途地域周辺地区

大井町野尻・野畑・大井長島地区

３ 居住誘導区域に含めない区域の抽出
 ※「都市再生特別措置法」「都市計画運用指針」

R6都市計画基礎調査

区域名 設定不可 原則不可
状況を踏ま

え原則不可
慎重に判断 備考

市街化調整区域 － － － －

区域区分を行っていな

い市町村においては、

立地適正化計画を線引

きの代替的措置として

活用し、緩やかなコン

トロール手法により居

住を一定の区域に誘導

することが重要。

災害危険区域 － － － －
住宅禁止以外は原則不

可

都計法施行令8-2

(用途地域指定不可地域)
－ － － －

農用地区域、農地/採

草放牧地、特別地域/

保安林等

地すべり防止区域 － － － － 対策工事済みは設定可

急傾斜地崩壊危険区域 該当 － － － 対策工事済みは設定可

土砂災害警戒区域 － － 該当 －

指定条件を満たさず解

除となった場合は設定

可

土砂災害特別警戒区域 該当 － － －

津波災害警戒区域 － － － －

津波災害特別警戒区域 － － － －

浸水想定区域

(洪水・内水・高潮)
－ － 該当 －

工業専用地域 － － － －

流通業務地区 － － － －

条例等で住宅を禁止

しているエリア
－ － － －

特別用途地区、地区計

画　等

住宅団地

(空き地が散見)
－ － － －

人口増は困難で将来性

が低い土地

工業地域・準工業地域 － － － 該当
工場移転で空き地が進

展している土地

(１)都市機能が集積している区域 (２)公共交通の利便性が
高い区域 (３)都市基盤が整備されている区域 に
用途地域周辺地区 大井町野尻野畑・大井長島地区
長島町永田地区 が含まれている

用途地域を基本 として 居住誘導区域を設定

都市計画区域内で用途地域指定がない「白地地域」のうち、
将来的に良好な住環境の形成に向けて、住居系の土地利用
及び住居系用途地域の指定を検討している

大井長島地区 を 居住誘導区域に含める



３ 計画（素案） １ 居住誘導区域の設定
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急傾斜地崩壊危険区域

土砂災害特別計画区域及び土砂災害計画区域

洪水浸水ハザード(L1)及び避難所の状況

(１) 土砂災害 (２) 洪水浸水

適切な非難行動を促すには課題があるため、
急傾斜崩壊危険区域、土砂災害特別計画区域、土砂災害計画区域 は
居住誘導区域から除外

Ｌ１の浸水箇所が広範囲に及ぶものの、浸水区域には避難所が設置
されており、避難訓練等（垂直避難、避難所までの経路の確認等）
により対応可能と考えられることから、
居住誘導区域に含める



用途地域の指定状況

３ 計画（素案） １ 居住誘導区域の設定
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(３) 工業地域・準工業地域

居住誘導を促すうえで良好な居住環境は重要な要素と
考えられるため、
工業地域、準協業地域 は 居住誘導区域から除外

人口５万人未満の都市における
居住を誘導する区域における人口密度の指標 18人/ha

恵那市の人口密度

地 域 人口密度

恵那市全域 1人/ha

用途地域 18人/ha

居住誘導区域 19人/ha

居住誘導区域の検討地域

※ 都市構造の評価に関するハンドブック（H26年策定,H30年指標更新、国土交通省）

居住誘導区域の検討地域の人口密度は、指標を満たしている

居住誘導区域の設定基準

４ 居住誘導区域の設定基準



３ 計画（素案） １ 居住誘導区域の設定

急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特別警戒区域、
土砂災害警戒区域 を 居住誘導区域から除外

浸水想定区域 は原則除外だが、河川整備計画、ソフト対策を
踏まえて 居住誘導区域に含む

工業地域、準工業地域 は 居住誘導区域から除外

※他法令等に基づき区域変更があった場合には、変更後の区域に
準ずる

６ 居住誘導区域

土砂災害ハザードと居住誘導区域 居住誘導区域

５ 土砂災害ハザードと居住誘導区域

除外する区域の表示が煩雑となるため、除外する土砂災害ハザード
と重複する箇所を表示しない

25



３ 計画（素案） １ 居住誘導区域の設定

７ 居住誘導準備区域の検討

長島町永田地区等用途地域周辺地区

大井町野尻・野畑地区

大井町野尻・野畑地区 長島町永田地区等用途地域周辺地区 は
用途地域の指定がないが、人口や都市機能の集積、開発が進ん
でいる

今後も一定の人口集積が予測、公共下水道等の都市基盤が整備済み
洪水に対する危険性が低い

居住誘導準備区域 に位置付け、将来的に居住誘導区域への編入を
検討する

500mﾒｯｼｭ将来推計人口

26



３ 計画（素案）

１ 都市機能誘導区域に定めることが考えられる区域 ※都市計画運用指針

都市機能誘導区域は、居住誘導区域内において設定

医療・福祉・商業等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導し
集約することにより、これらの各種サービスの効率的な提供が図られ
るよう定めるべき

都市全体を見渡し、都市機能が一定程度充実している区域や、周辺か
らの公共交通によるアクセスの利便性が高い区域等、都市の拠点とな
るべき区域

都市機能誘導区域の規模は、一定程度の都市機能が充実している範囲
で、かつ、徒歩や自転車等によりそれらの間が容易に移動できる範囲
で定める

２ 都市機能誘導区域の設定

500mﾒｯｼｭ将来推計人口

恵那中央地区
（都市再生整備計画）

用途地域内においてJR恵那駅等を中心とする中心市街地は、
交通・生活・文化・商業などの機能が集積している

また、恵那市役所は第二種住居地域に立地している

生活サービス施設への徒歩圏（800m）は中心市街地における
商業地域等を含んでおり、恵那市都市再生整備計画における
「恵那中央地区」では様々な事業により都市機能が整備された

27



３ 計画（素案）

２ 都市機能誘導区域

２ 都市機能誘導区域の設定

居住誘導区域内のうち、
商業系用途地域と住居系用途地域の中でも、
店舗・事務所・中規模商業施設も許容される
第二種住居地域 と、商業地域、近隣商業地域 を中心 に
都市機能誘導区域 を設定

参考：用途地域図
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３ 計画（素案）

１ 生活拠点となる「地域拠点」を設定

「中心拠点」

都市機能を集積させ、恵那市全体の中心的な役割を果たす

「地域拠点」（11箇所）

主要駅や合併前の旧役場（現振興事務所を含む）が位置する区域及び、
従来から生活の拠点となる都市機能が存在し「中心拠点」と交通網で
結ばれた地域周辺の区域
（恵那市総合計画の土地利用構想に位置付けあり）

３ 地域拠点の設定

地域拠点には、都市機能誘導区域や居住誘導区域を指定しない

拠点となる駅、公共施設、生活サービス施設等について公共交通をメ
インとする交通ネットワークで結ぶことで、生活利便性の向上や市民
生活の質の向上を図る

29



３ 計画（素案）

１ 誘導施設の考え方

都市機能誘導区域に立地を誘導すべき都市機能増進施設として
「誘導施設」を設定

立地適正化計画における誘導施設は以下の通り

４ 誘導施設の設定

●基本的な考え方

誘導施設は都市機能誘導区域ごとに立地を誘導すべき都市機能増進施
設を設定するものであり、当該区域に必要な施設を設定することとなる
が、具体の整備計画のある施設を設定することも考えられる。
この際、当該区域及び都市全体における現在の年齢別の人口構成や将

来の人口推計、施設の充足状況や配置を勘案し、必要な施設を定めるこ
とが望ましい。

●誘導施設誘導施設の設定

誘導施設は、居住者の共同の福祉や利便の向上を図るという観点から、

・病院・診療所等の医療施設、老人デイサービスセンター等の社会福祉
施設、小規模多機能型居宅介護事業所、地域包括支援センターその他
の高齢化の中で必要性の高まる施設

・子育て世代にとって居住場所を決める際の重要な要素となる幼稚園や
保育所等の子育て支援施設、小学校等の教育施設

・集客力がありまちの賑わいを生み出す図書館、博物館等の文化施設や、
スーパーマーケット等の商業施設

・行政サービスの窓口機能を有する市役所支所等の行政施設

などを定めることが考えられる。

30

２ 誘導施設の設定方針

都市機能誘導区域に立地すべき施設を設定するものだが、
拠点ネットワーク型都市構造」の実現のため、中心拠点
はもとより地域拠点においても必要な施設（機能）を維
持する必要がある

よって、誘導施設は以下の方針で設定

（１）中心拠点および各地域拠点において、誘導施設に
該当する施設の立地状況を整理

（２）誘導施設に該当する施設に対し、各拠点において
４点を評価

・現在立地しておらず将来的に誘致する
・現在立地しているが区域内に不足しており施設
を充実させる

・現在立地しておりこの施設（機能）を維持する
・現在立地していないが誘致しない

（３）地域拠点の生活維持に必要であり、都市機能誘導
区域（中心拠点）に積極的に誘導すべきでない
施設は誘導施設に設定しない



３ 計画（素案）

３ 誘導施設の設定

本市における誘導施設と、中心拠点（都市機能区域）、地域拠
点における各施設の立地状況および誘致の方針は右表の通り

４ 誘導施設の設定

各地域拠点に立地する医療施設は、市民がそれぞれかかり
つけ医として利用する重要な施設であるため、誘導施設に
位置づけない

同様に、高齢者・障害者福祉施設など福祉機能も地域拠点
に立地しているが、都市機能誘導区域への誘導を積極的に
勧めるものではなく、誘導施設に位置づけない

都市機能誘導区域内の誘導施設立地状況

31

誘導施設の定義

施設区分 種別 該当施設

行政施設 市役所・地区事務所 地⽅⾃治法第4 条第1 項に規定する施設

図書館 図書館法第2 条第1 項に規定する図書館相当施設

文化会館・美術館等 博物館法第2 条第1 項、第29条に規定する博物館・美術館、これらに相当する施設

観光施設 観光交流センター 観光や恵那市情報の発信拠点

大規模小売店舗
大規模小売店舗⽴地法第２条第２項に規定する面積1000m2以上で舗で、⽣鮮三品（⻘果、精⾁、鮮

⿂）を取り扱うもの

食品スーパー 上記以外で、⽣鮮食品（⻘果、精⾁、鮮⿂）を取り扱う店舗

金融施設 銀行・信用金庫
銀行法第2 条に規定する銀行、信用金庫法第4条に規定する信用金庫、労働金庫法第6条に規定する信用

金庫、日本郵便株式会社法第4条に規定する郵便局　等

福祉施設 福祉センター
社会福祉法第 14 条に規定する総合福祉センター相当施設

介護保険法第 115 条の 46 第 1 項に規定する地域包括⽀援センター 施設

子育て⽀援センター・

ひろば

児童福祉法第6条の3第6項に規定する施設。市全域の住民を対象とした児童福祉に関する指導･相談の窓口

や活動の拠点となる施設

児童館・児童センター 児童福祉法第40条に規定する児童館、児童センター等施設

こども園等

児童福祉法第39条第1項に規定する保育園、学校教育法第1条に規定する幼稚園、就学前の子どもに関する

教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第2条第6項に規定する認定こども園、児童福祉法第6条の

3第10項に規定する小規模保育事業所等

教育文化

施設

商業施設

子育て

⽀援施設

【凡例】

○：現在立地→維持
◎：現在立地→充実

中心拠点

恵那駅
周辺地区

行政 市役所・地区事務所 ○

教育
文化

図書館 ○

文化会館・美術館等 ○

観光 観光交流センター ◎

商業
大規模小売店舗 ○

食品スーパー ◎

金融 銀行・信用金庫 ○

福祉 福祉センター ◎

子育て
支援

子育て支援センター・ひろば ◎

児童館・児童センター ○

誘導施設と立地状況・誘致方針 一覧



３ 計画（素案）

１ 誘導施策の体系

本市が目指す「拠点ネットワーク型都市構造」の実現に向けて、居住誘導区域と都市機能誘導区域において以下のような誘導施策
に取り組み、都市機能の維持・誘導と人口の誘導を図ります。

また、拠点間や拠点内のネットワーク形成の観点から、公共交通の利便性向上のための施策にも取り組むほか、必要な施策を適宜
検討して実施します。

５ 誘導施策の検討

32誘導施策の体系

区分 施策 中心拠点 地域拠点

【都市機能誘導区域】
都市機能を維持・誘導するための施策

1-1 空き店舗・空き家有効活用促進事業 ● ●

1-2 事業拡大支援事業 ● ●

1-3 届出制度の運用 ● ●

【居住誘導区域】
居住を誘導するための施策

2-1 住宅団地開発支援事業奨励金 ● ●

2-2 民間分譲住宅地開発支援事業補助金 ● ●

2-3 移住定住推進事業 ● ●

2-4 届出制度の運用 ● ●

2-5 都市計画道路の整備 ● ●

2-6 用途地域等の見直し ● ●

2-7 土地区画整理事業の支援 ●

公共交通の利便性向上のための施策

3-1 地域全体の総合的な公共交通ネットワークの形成 ● ●

3-2 バスによる通学利用促進 ● ●

3-3 地域によるバス運営の展開 ●

3-4 当地域に適したMaaSの実現 ● ●

3-5 新たな技術を活用した付加価値の向上 ● ●

今後検討が必要な施策

4-1 公共施設の集約・適正配置 ● ●

4-2 都市計画区域外における都市機能・居住の集約 ●

4-3 誘導施設の立地助成 ● ●

4-4 市街地再開発事業の検討 ● ●

4-5 市営住宅の利活用 ● ●

4-6 空家解体補助事業の拡充 ● ●

4-7 地区計画制度等の運用 ● ●

4-8 都市計画道路の見直し ● ●



３ 計画（素案）
２ 届出制度

住宅や誘導施設の整備動向を把握するため、都市再生特別措置法の規定に基づき、居住誘導区域外と都市機能誘導区域内外において
届出制度を運用します。

５ 誘導施策の検討

都市機能誘導区域外において誘導施設の整備を行う場合ま
たは都市機能誘導区域内で誘導施設の休廃止を行う場合は、
その行為に着手する30 日前までに市長への届出が必要に
なります。

(２) 都市機能誘導区域に関する届出

【都市機能誘導区域外】

居住誘導区域外において、一定規模以上の住宅等を建築す
る場合は、その行為に着手する30日前までに市長への届出
が必要になります。

(１) 居住誘導区域に関する届出

開発行為 建築等行為

・誘導施設を有する建築物の建築目的
の開発行為を行おうとする場合

・誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合
・建築物を改築し誘導施設を有する建築物とする場合
・建築物の用途を変更し誘導施設を有する建築物と
する場合

【都市機能誘導区域内】

・誘導施設を休止または廃止しようとする場合

都市機能誘導のための届出制度イメージ（病院を誘導施設としている場合）

開発行為 建築等行為

・３戸以上の住宅の建築目的の開発行為
・１戸又は２戸の住宅の建築目的の開発行為で、
その規模が1,000㎡以上のもの

・住宅以外で、人の居住の用に供する建築物とし
て条例で定めたものの建築目的で行う開発行為
（例えば、寄宿舎や有料老人ホーム等）

・３戸以上の住宅を新築しようとする場合
・人の居住の用に供する建築物として条例で定めた
ものを新築しようとする場合
（例えば、寄宿舎や有料老人ホーム等）

・建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して
住宅等（上記内容）とする場合

居住誘導のための届出制度イメージ（病院を誘導施設としている場合）

【居住誘導区域外】

33



立地適正化計画と防災施策との連携

３ 計画（素案）

１ 防災指針とは

防災指針は、居住や都市機能の誘導を図る上で必要となる都市
の防災に関する機能の確保を図るための指針であり、当該指針
に基づく具体的な取組と併せて立地適正化計画に定めるもの

防災に係る計画である「恵那市国土強靭化地域計画」や「恵那
市地域防災計画」と整合を図りながら、居住や都市機能の誘導
に向け、都市の防災機能の確保を図るという役割を担う

６ 防災指針
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災害種別 災害ハザード情報等 整理内容

土砂災害 (1)土砂災害に関する情報

○急傾斜地崩壊危険区域
○土砂災害特別警戒区域
（レッドゾーン）＆土砂災害
警戒区域（イエローゾーン）

洪水
※阿木川、永田川、
田違川、横町川に
おける洪水が対象

(2)洪水に関する情報
○洪水浸水想定区域
（L1計画規模降雨、L2想定最大
規模降雨）

地震 (3)地震に関する情報
○想定される震度
○液状化

※ 本防災指針においては、岐阜県が公表する洪水リスク表示図、及び洪水ハザードマップにおける、
 想定最大規模降雨、計画規模降雨を記載

※ 計画規模降雨とは、氾濫を防ぐための河川の整備の目標を定めた計画の基準として想定した大雨
 の降雨規模をいう。年超過確率1/10～1/30以下の降雨を想定

※ 想定最大規模降雨とは、水防法第14条第1項に規定する想定しうる最大の降雨規模をいう。
 概ね年超過確率1/1,000以下の降雨を想定

※ 年超過確率とは、１年間において一定の規模を超える降雨が発生する確率をいう。例えば、年超
 過確率1/1,000とは、１年間に発生する確率が0.1%（1/1,000）以下の降雨をいう。1,000年毎に
 １回といったような発生する周期を示すものではない

恵那市における災害ハザード情報は以下の通り

２ 恵那市における災害ハザード情報



３ 計画（素案）

３ 防災上の課題

６ 防災指針
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【C】 

【E】 

【A】 

【B】 

【D】 

恵那市における災害ハザード情報は以下の通り

【Ａ】JR恵那駅南部地区

・都市機能、住居が多く、人口が集中する地区であ
り、一部が永田川、田違川の洪水浸水区域に含まれ
る。洪水浸水からの防災、減災対策が課題。

【Ｂ】JR恵那駅北部地区

・土砂災害からの防災、減災対策が課題。

【Ｃ】阿木川東部地区

・阿木川及び横町川の洪水浸水区域に住居が多く、
避難所、要配慮者施設も区域に含まれる。洪水浸水
からの防災、減災対策が課題。

【Ｄ】市街地南部地区

・夜間人口が多い地区であり、土砂災害からの防災、
減災対策が課題。

【Ｅ】市街地北部地区

・近年、夜間人口が増加している地区であり、土砂
災害からの防災、減災対策が課題



【B】JR恵那駅北部地区における災害リスクの分析結果のまとめ【A】JR恵那駅南部地区における災害リスクの分析結果のまとめ

３ 計画（素案） ６ 防災指針
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【Ａ】JR恵那駅南部地区

都市機能、住居が多く人口が集中する地区であり、想定最大規
模L2では阿木川、永田川の洪水浸水区域に市街地部が含まれます。
洪水浸水からの防災、減災対策が課題といえます。

 

洪水リスク（洪水浸水想定区域(L1)） 洪水リスク（洪水浸水想定区域(L2)） 

  

●計画規模 L1 の浸水想定では、阿木川の浸水は

ありませんが、永田川沿いに浸水する区域があ

ります。浸水深は 0.5ｍ未満が大半ですが、一

部 0.5ｍ以上３m 未満の区域があります。 

●想定最大規模 L2 の浸水想定では、阿木川、永

田川の洪水により、JR 恵那駅及び周辺の市街地

で最大 3.0m の浸水が想定されています。 

●市役所など行政施設、要配慮施設の多くは浸水

想定区域外ですが、多くの建物が浸水想定区域内

に立地しています。 

土砂災害リスク（（特別）警戒区域） 地震リスク（液状化） 

 

 

●土砂災害（特別）警戒区域が、国道 19 号の南

や地区の西部にあります。 

●土砂災害警戒区域内に含まれる建物や要配慮施

設があります。 

●揺れやすさマップでは震度 6 弱が予想され、ほ

ぼ全域で地震による液状化の発生が懸念されま

す。 

●特に行政施設等都市機能が集積する東部で液状

化の可能性が高いと予測されます。 

恵那市役所 

４ 災害リスクの分析・整理

【Ｂ】JR恵那駅北部地区

洪水のリスクは阿木川沿いなど一部ですが、浸水深は最大
10.0mが想定されます。
土砂災害からの防災、減災対策が課題です。

 

洪水リスク（洪水浸水想定区域(L1)） 洪水リスク（洪水浸水想定区域(L2)） 

  

●計画規模 L1 の浸水想定では、阿木川、田違川

沿いに一部浸水する区域があります。浸水深は

0.5ｍ未満が大半ですが、一部 0.5ｍ以上 3.0m

未満の区域があります。 

◯地区の大半は浸水想定区域外です。 

●想定最大規模 L2 の浸水想定では、阿木川、

田違川沿いや合流部で浸水が想定されます。

浸水深は最大 10.0m 未満です。 

◯地区の大半は浸水想定区域外です。 

土砂災害リスク（（特別）警戒区域） 地震リスク（液状化） 

  

●恵那駅周辺や地区の北部に土砂災害（特別）警

戒区域が点在します。 

●土砂災害警戒区域・地滑り区域は、広範囲に存

在しています。 

●揺れやすさマップでは震度 6 弱が予想され、

ほぼ全域で地震による液状化の発生が懸念され

ます。 

●恵那駅北部では液状化発生の可能性が高いと

予想されます。 



【C】阿木川東部地区における災害リスクの分析結果のまとめ

３ 計画（素案） ６ 防災指針
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【Ｃ】阿木川東部地区

阿木川及び横町川の洪水浸水区域に住居が多く、避難所、要
配慮者施設も浸水想定区域内に多数存在します。
洪水浸水からの防災、減災対策が課題です。

４ 災害リスクの分析・整理

【Ｄ】市街地南部地区

夜間人口が多い地区です。
洪水浸水、土砂災害のリスクは比較的小さい地区です。

 

洪水リスク（洪水浸水想定区域(L1)） 洪水リスク（洪水浸水想定区域(L2)） 

  

●計画規模 L1 の浸水想定では、阿木川右岸沿い

に浸水する区域があり、浸水深は 0.5ｍ未満が

大半ですが一部 0.5ｍ以上 3.0m 未満の区域が

あります。 

●多くの建物、避難所や要配慮者施設が浸水区域

内に存在します。 

●想定最大規模 L2 の浸水想定では、阿木川右岸

沿いに浸水する区域があり、浸水深は最大

5.0m 未満まで見込まれます。 

◯地区の北東部は浸水想定区域外です。 

土砂災害リスク（（特別）警戒区域） 地震リスク（液状化） 

 

 

●土砂災害（特別）警戒区域が地区内の北東部、

南西部ともに存在します。 

●避難所や要配慮者施設の多くは土砂災害警戒区

域外に立地していますが、多くの建物が区域内

に存在しています。 

●揺れやすさマップでは震度 6 弱が予想され、阿

木川右岸沿いで地震による液状化の発生が懸念

されます。 

 

洪水リスク（洪水浸水想定区域(L1)） 洪水リスク（洪水浸水想定区域(L2)） 

  

◯計画規模 L1 の浸水想定では、地区内に浸水想

定区域はありません。 

◯想定最大規模 L2 の浸水想定では、地区内に浸

水想定区域はありません。 

土砂災害リスク（（特別）警戒区域） 地震リスク（液状化） 

 

 

●土砂災害（特別）警戒区域が点在し、区域内

に建物が存在しています。 

●区域の周辺は土砂災害（特別）警戒区域が広

範囲に指定されています。 

●揺れやすさマップでは震度 6 弱が予想されて

います。 

◯北東部や西部では液状化の発生が懸念されま

すが、大部分は液状化の可能性が低いと言えま

す。 

【D】市街地南部地区における災害リスクの分析結果のまとめ



【E】市街地北部地区における災害リスクの分析結果のまとめ

３ 計画（素案） ６ 防災指針
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【Ｅ】市街地北部地区

近年、夜間人口が増加している地区です。
一部地区では洪水浸水、土砂災害からの防災、減災

対策が課題です。

４ 災害リスクの分析・整理

 

洪水リスク（洪水浸水想定区域(L1)） 洪水リスク（洪水浸水想定区域(L2)） 

  

◯計画規模 L1 の浸水想定では、地区内に浸水想

定区域はありません。 

◯想定最大規模 L2 の浸水想定では、阿木川沿い

に浸水想定区域があり、浸水深は最大 10.0ｍと

想定されます。 

土砂災害リスク（（特別）警戒区域） 地震リスク（液状化） 

 

 

●土砂災害（特別）警戒区域が点在し、区域内に

建物が存在しています。 

 

●揺れやすさマップでは震度 6 弱が予想され、阿

木川右岸沿いで地震による液状化の発生が懸念

されます。 

５ 取組方針

前述の洪水浸水及び土砂災害に関する課題を踏まえたうえ、
「恵那市国土強靭化地域計画」、「恵那市地域防災計画」との整
合を図りながら、都市の防災に関する機能の確保に関する指針と
して、強靭な地域づくりに向けた重点化施策を推進します

恵那市国土強靭化地域計画
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６ 具体的な取組み

施策分野 施策項目 施策の内容

災害
リスク
の
回避

災害リスク
の低減 

ソフト ハード

ⅰ 行政機能 市有建築物の耐震化
市有建築物耐震化を計画に基づき行うととも
に、非構造部材の耐震化等を実施し、早期に
完了させる。

●

避難施設の確保
災害に備え、引き続き避難施設の確保に努め
るともに、ハザードマップ等の配布等により、
避難施設の位置について周知強化を図る。

●

緊急地震速報時等の
対応強化

不特定多数の人が出入りするすべての市有施
設において緊急地震速報を導入するなど適切
な維持管理に努めるとともに、各施設におい
て対応訓練の実施、緊急地震速報対応マニュ
アルの策定等を進める。

●

防災行政無線
移動式無線の配備、維持管理、操作訓練を行
う。

●

情報伝達ツールの
多重化

多様なツールでの情報発信の多重化、SNS等
の活用を進める。

●

特設公衆電話の配備
避難所等に特設公衆電話を配備し、使用法の
普及を進める。

●

防災拠点としての
庁舎機能の向上

市役所等の耐震強化や非常用設備の整備を行
う。

●

業務継続体制の強化
BCPに基づく訓練、優先業務の維持体制を強
化する。

●

避難所機能の充実
備蓄品や設備の更新、施設利用計画の策定を
行う。

●

施策分野 施策項目 施策の内容

災害
リスク
の
回避

災害リスク
の低減 

ソフト ハード

ⅱ 住宅・
都市・土地
利用

民間建築物の耐震化

住宅及び多数の者が利用する建築物（１号特
定建築物）の耐震化の重要性必要性について
の普及啓発と、無料耐震診断や耐震補強補助
などの耐震化を支援する施策を一層進めるこ
とにより、旧基準建築物の建て替え耐震改修
の促進を図る。

● ●

緊急輸送道路沿いの建築物（３号特定建築
物）のうち、旧基準建築物の耐震化を重点的
に進める。

●

市街地整備
市街地の防災機能を向上させるため、老朽化
又は非耐火建築物が密集している地区等にお
いて、建物の耐震化、不燃化等を図る。

●

公園整備
公園は地震災害時に、避難場所、救援活動拠
点、火災の延焼防止等の役割を果たす重要な
施設であることから、計画的な整備を行う。

● ●

ⅲ 保健医療
・福祉

医療・介護人材の
育成

災害時に関係者と連携できるよう計画的に会
議及び訓練を通じて、県医療機関等との連携
の強化を図る。

●

福祉施設の防災対策
民間の社会福祉施設に対し、あらゆる機会を
活用して耐震化等を進め、防災減災対策の強
化を図る。

●

ⅳ 産業
観光施設等の
耐震化・老朽化対策

観光客が訪れる施設の安全性の向上を図るた
め、市の管理する観光施設の耐震化を進める
とともに、老朽化が進んでいる観光施設につ
いては、計画的な更新、維持管理を進める。

●

ため池の防災対策
農業用ため池の堤体の補強や、余水吐断面の
拡大等の対策を進めるとともに、住民へため
池ハザードマップの一層の周知啓発を図る。

● ●

具体的な取組みの内容（１） 具体的な取組みの内容（２）

（１）取組みの内容

恵那市国土強靭化地域計画と一体的に推進するため、対策を
「災害リスクの回避の対策」「災害リスクの低減の対策（ソフ
ト）」「災害リスクの低減の対策（ハード）」の３つに分類



３ 計画（素案） ６ 防災指針
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６ 具体的な取組み

取組スケジュールと目標

施策分野 施策項目 施策の内容

災害
リスク
の
回避

災害リスク
の低減 

ソフト ハード

ⅴ 国土保全
・交通

危険住宅の移転
がけ地等の土砂災害危険箇所からの住
宅移転を支援し、安全な居住環境を確
保する。

●

緊急輸送道路等道路
ネットワークの確保

緊急車両が通行できる機能確保のため、
緊急輸送道路やそれに繋がる幹線道路
等の整備や耐震補強、狭あい道路の拡
幅を行う。

●

橋梁の耐震補強・
長寿命化

橋梁長寿命化計画に基づき、橋梁の耐
震補強と計画的な修繕を進める。

●

急傾斜地・がけ崩れ
対策

急傾斜地崩壊危険区域の対策工事や住
民への避難指導を実施する。

● ●

ⅶ リスク
コミュニ
ケーション

外国人への情報伝達
多言語表示の避難所看板設置、JIS規
格国土地理院ピクトグラムの導入。

●

高齢者等要配慮者へ
の情報伝達

要配慮者に向けた配慮ある表現と手段
を講じた情報伝達手法の整備。

●

防災教育・普及啓発
自主防災組織地域住民への防災リー
ダー育成や訓練支援。

●

避難行動の啓発
複数の避難パターンを想定した避難行
動計画の普及啓発。

●

地域と連携した広報
体制

市民、自主防災組織等と連携した情報
伝達や避難誘導体制を構築。

●

避難訓練の推進
地域や学校単位の避難訓練の計画的実
施、参加率向上策の検討。

●

平常時からの
啓発活動

地域の防災力向上のため、広報紙SNS

などを通じて継続的な啓発を実施。
●

ⅷ 老朽化
対策

上下水道施設の
耐震化・老朽化対策

水道事業及び下水道事業において、更
新耐震化が必要な施設や管路の優先順
位を定め、計画的に整備を行う。

●

重要施設である浄水場、配水池、ポン
プ場、下水処理場などについて、地震
動による被害を受けないよう、耐震性
の確保と老朽化対策を進める。

●

応急危険度判定体制
の整備

応急危険度判定士及び判定コーディ
ネーターの確保と啓発、必要な資機材
の整備、関係団体との連携体制の強化
に努める。

●

耐震改修促進計画に
基づく取組の推進

住宅や特定建築物の耐震診断耐震改修
の促進など、計画に基づく取組を推進
する。

●

施策分野 施策項目 主体 目標 

実施時期の目標 

短期 

（5 年） 

中期 

（10 年） 

長期 

（20 年） 

ⅱ 

住宅・都市・ 

土地利用 

民間建築物の耐震化 市 実施    

市街地整備 市 実施    

公園整備 市 検討    

ⅲ 

保健医療 

・福祉 

医療・介護人材の育成 市 継続    

福祉施設の防災対策 市 検討・準備    

ⅳ 

産業 

観光施設等の耐震化・ 
老朽化対策 

市 実施    

ため池の防災対策 市 検討・準備    

ⅴ 

国土保全 

・交通 

危険住宅の移転 市 検討・準備    

緊急輸送道路の確保 市 検討・準備    

橋梁の耐震補強・長寿命化 市 実施    

急傾斜地・がけ崩れ対策 市 継続    

ⅶ 

リスク 

コミュニ 

ケーション 

 

外国人への情報伝達 市・市民 継続    

高齢者等要配慮者への 

情報伝達 
市・市民 継続    

防災教育・普及啓発 市・市民 継続    

避難行動の啓発 市・市民 継続    

地域と連携した広報体制 市・市民 継続    

避難訓練の推進 市・市民 継続    

平常時からの啓発活動 市・市民 継続    

ⅷ 

老朽化対策 

上下水道施設の耐震化・ 

老朽化対策 
市 

上水 78.8％ 

下水 52.4％ 
   

応急危険度判定体制の整備 市 継続    

耐震改修促進計画に基づく 

取組の推進 
市 検討・準備    

 ※実施時期の目標（    ：計画    ：実施    ：継続） 具体的な取組みの内容（３）

（２）取組みスケジュールと目標

実施時期の目標を以下の通り設定し、検討・計画・準備を実施
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４ 参考資料（補助制度）
都市再生整備計画
都市構造再編集中支援事業
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４ 参考資料（補助制度）
都市再生整備計画
都市構造再編集中支援事業
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４ 参考資料（補助制度）

・都市構造再編集中支援事業
・都市再生整備計画事業（社総金）

の活用例
※パッケージで行うまちづくりを支援

都市機能誘導区域内

市街地再整備（活性化）

公共施設の統廃合 など

居住誘導区域内

地域生活の基盤整備 など

補助制度を活用したまちづくり



次第4 報告事項

恵那市建設部都市整備課1

恵那都市計画道路
雀子ヶ根鏡山線の変更について



恵那市建設部都市整備課2

① 雀子ケ根鏡山線の変更概要

② 都市計画の変更スケジュール（案）

③ 都市計画の変更図書（素案）

内容



恵那市建設部都市整備課3

参考_都市計画道路とは
○都市計画道路とは
・都市の骨格を形成し、安心で安全な市民生活と機能的な都市活動を確保する、まちづくりに役立つ
道路のこと

・都市計画法によりあらかじめルートや道路幅員が決められている
・都市計画道路区域内には事業の円滑な実施を確保するため、都市計画法（第53条、第54条）によ
り建築制限がかけられている

内容区分

都市計画マスタープラン等における路線の位置付け（主
要幹線道路、幹線道路、補助幹線道路など）ネットワーク機能

①
交
通
機
能

将来交通量交通需要
渋滞の状況交通処理機能
⾼規格道路などのICや鉄道駅へのアクセス機能交通結節機能

歩⾏者・⾃転⾞ネットワーク関連計画への位置付け歩⾏者⾃転⾞の通⾏機能
商業系、⼯業系で沿道利⽤②沿道利⽤機能
⾃動⾞同⼠の交通事故や、歩⾏者・⾃転⾞の交通事故③交通安全機能
都市の美観の保全や景観まちづくりへの寄与①都市環境機能

②
空
間
機
能

緊急輸送道路の指定状況や避難路としての役割①避難・救援機能②都市防災機能
⽕災等の拡⼤を遅延・防⽌するための空間②防災機能
幹線バスの通過（将来的な導⼊計画含む）①公共交通機関の導⼊空間

③収容機能
電線類の地中化計画・共同溝の整備計画への位置付け②道路付属物のための空間

市街地形成への寄与度（⼯業・商業開発の可能性のある
区域へのアクセス、地域核の形成など）③市街地形成機能

都
市
計
画
道
路
が
有
す
る
機
能



恵那市建設部都市整備課4

参考_位置図

(C)岐阜県
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参考_位置図

(C)岐阜県

国道19号線

雀子ケ根交差点



恵那市建設部都市整備課6

③ 雀子ケ根鏡山線の変更概要
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① 雀子ケ根鏡山線の変更概要

変更内容路線名
○区域の変更

起点の変更 無

延長の変更 無

路線の一部廃止 無

名称の変更 無

平面線形の変更 有

雀子ヶ根鏡山線3・5・13

【変更理由】
雀子ヶ根鏡山線は、本市の中央部に位置する東西方向の幹線道路である。
起点は恵那市大井町雀子ケ根、終点は恵那市大井町鏡山とし、延長約１，２２０ｍ、幅員

１３ｍとして昭和５０年に都市計画決定されている。
本市においては、国及び岐阜県との協議のもと、恵那峡サービスエリアへのスマートイ

ンターチェンジの事業化が令和６年９月に決定された。
これを受け、接続道路の機能的かつ安全な交通処理を確保するため、交差点形状およ

び線形を変更するとともに、一部幅員を９ｍに変更するものである。



恵那市建設部都市整備課8

② 都市計画の変更スケジュール（案）

備 考時 期事 項

恵那峡SIC（仮称）実施計画
と合わせて実施

令和５～６年度地元説明会

令和７年６月から
令和７年９月まで

県都市政策課下協議

広報えな10月号にて周知
令和７年１０月中旬から
令和７年１０月下旬まで

計画素案の閲覧

令和７年１１月中旬県都市建築部長事前協議申請

令和８年１月中旬県都市建築部長事前協議承認

公告の日から２週間（広告日
は含まない）

広報えな１月号にて周知

令和８年１月中旬から
令和８年１月下旬まで

計画案の縦覧

令和８年 ２月中旬市都市計画審議会

令和８年 ２月下旬知事協議

令和８年 ３月下旬決定告示

§17-1

§19-3

§20
§21

§19-1，2



 

恵那都市計画道路の変更（恵那市決定） 
 

 

都市計画道路中３・５・１３号雀子ヶ根鏡山線を次のように変更する。 

種別 

名称 位置 区域 構造 

備考 
番号 路線名 起点 終点 主な経過地 延長 構造形式 車線の数 幅員 

地表式の区間における鉄道

等との交差の構造 

幹線

街路 

3・5・13 雀子ヶ根鏡山

線 

恵那市大井

町字雀子ケ

根 

恵那市大井
町字鏡山 

恵那市大井
町字南関戸 

 

約 1,220ｍ 地表式 ２車線 13ｍ 幹線街路と平面交差２箇所 一部幅員が９ｍ 

｢区域及び構造は計画図表示のとおり｣ 

 

 

理 由 

恵那峡サービスエリアにスマートインターチェンジが設置されることを受け、接続道路の機能的かつ安全な交通処理を確保するため、交差点形状および線形を変更するとともに、一部幅員を９ｍに変更

するものである。 

（素案） 



恵那都市計画道路 変更理由書 

 

 

３・５・１３ 雀子ヶ根鏡山線 

 

 雀子ヶ根鏡山線は、本市の中央部に位置する東西方向の幹線道路である。 

起点は恵那市大井町雀子ケ根、終点は恵那市大井町鏡山とし、延長約１，２２

０ｍ、幅員１３ｍとして昭和５０年に都市計画決定されている。 

 本市においては、国及び岐阜県との協議のもと、恵那峡サービスエリアへのス

マートインターチェンジの事業化が令和６年９月に決定された。 

これを受け、接続道路の機能的かつ安全な交通処理を確保するため、交差点形

状および線形を変更するとともに、一部幅員を９ｍに変更するものである。 
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都市計画の策定の経緯の概要 

 
恵那都市計画道路の変更 

事   項 時   期 備  考 

地元説明会 
令和５～６年度 恵那峡 SIC（仮称）実施

計画と合わせて実施 

県都市政策課下協議 
令和７年６月から 

令和７年９月まで 

 

 

計画素案の閲覧 令和７年１０月中旬から 

令和７年１０月下旬まで 

 

広報えな 10月号にて周知 

県都市建築部長事前協議申請 令和７年１１月中旬  

県都市建築部長事前協議承認 令和８年１月中旬  

計画案の縦覧 令和８年１月中旬から 

令和８年１月下旬まで 

公告の日から２週間（広

告日は含まない） 

広報えな１月号にて周知 

市都市計画審議会 令和８年 ２月中旬  

知事協議 令和８年 ２月下旬  

決定告示 令和８年 ３月下旬  

 



次第4 報告事項

恵那市建設部都市整備課1

都市計画道路の見直し方針について
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① 策定の背景・目的

② 方針の骨子案

③ 策定スケジュール案

内容



① 策定の背景・目的

恵那市建設部都市整備課3

（１）見直し方針とは
長期間にわたり未整備の都市計画道路について、その必要性や妥当性を再評
価し、計画の変更・廃止などを検討する方針のこと

（２）目的
１ 社会経済の変化に対応した都市計画道路の再検証を行う
２ 長期間未整備の路線の必要性を見直す
３ 現状に即した都市計画道路網の構築を目指す

（３）背景
・新規の都市計画道路の検討にあたり、道路網全体の見直しが必要
・平成12年以降、３度にわたり、国から、都市計画道路の必要性の検証、
廃止や幅員変更など適切な見直しの実施を行う旨の助言あり
・全国的に都市計画道路の見直しが進められている状況
・長期間未整備の路線の存在
・都市を取り巻く社会経済情勢の変化（人口減少・少子高齢化の進展、
リニア中央新幹線岐阜県駅の整備、恵那峡スマートインターチェンジ（仮称）
の事業化など）
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① 策定の背景・目的

【参考_都市計画運用指針 抜粋】

Ⅲ．都市計画制度の運用に当たっての基本的考え方
Ⅲ－２ 運用に当たっての基本的考え方
４．適時適切な都市計画の見直し

都市計画は、法第２１条に変更に関する規定があるとおり、社会経済状況の変化に対応して変更が行
われることが予定されている制度であり、・・・都市計画に関する基礎調査・・・の結果や社会経済状況
の変化を踏まえて、変更の必要性が吟味されるべきものである。

しかし、一方で、都市計画施設の整備、市街地開発事業の実施、土地利用の規制・誘導を行って、目指
すべき都市像を実現するためには、相当程度長期間を要することから、都市計画には一定の継続性、
安定性も要請される。
したがって、都市計画の変更を検討するに当たっては、その都市計画の性格を十分に踏まえる必要
があり、例えば、根幹的都市施設等継続性、安定性の要請が強いと考えられるものについては、その変
更はより慎重に行われるべきである。

これらの要請のバランスに留意しつつ、根幹的都市施設等継続性、安定性の要請が強いと考えられ
る都市計画についても、例えば、長期にわたり事業に着手されていない都市施設又は市街地開発事業
に関する都市計画については、見直しのガイドラインを定めるとともに、これに基づき、都市の将来像
を踏まえ、都市全体あるいは影響する都市圏全体としての施設の配置や規模等の検討を行うことによ
り、その必要性の検証を行うことが望ましく、都市計画決定当時の計画決定の必要性を判断した状況
が大きく変化した場合等においては、変更の理由を明確にした上で見直しを行うことが望ましい。
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① 策定の背景・目的

【参考_都市計画運用指針 抜粋】

Ⅳ－２－２ 都市施設
Ⅰ）都市施設全般にわたる事項
２．都市施設に関する都市計画の見直しの考え方

都市施設の計画については、都市計画基礎調査の結果等を踏まえ、地域整備の方向性の見直しとあ
わせて、その必要性や配置、規模等の検証を行い、必要に応じて都市計画の変更を行うべきである。
この場合、目指すべき都市像を実現するために都市計画決定された都市施設については、その整備
に相当程度長期間を要するものであり、その実現に向け一定の継続性が要請されるものであること
から、変更は慎重に行われるべきものである。また、都市内においては個々の都市施設がそれぞれ個
別に機能を果たすものではなく、各施設が相互に組み合わさって総体として機能が発揮されるもので
あることから、見直しにたっては、そのような総合性、一体性の観点から施設の配置、規模等について
の検討を行うことが必要である。

都市の将来像を実現するために都市計画決定されたが、その後長期にわたり事業が行われていな
い施設の問題については、その計画の変更は慎重に行われるべきものではあるが、これまでの運用に
おいては一度都市計画決定した施設の都市計画の変更についてあまりにも慎重すぎたきらいもある。
長期的にみれば都市の将来像も変わり得るものであり必要に応じ変更の検討を行うことが望ましい。

この場合、都市施設の都市計画は都市の将来の見通しの下、長期的視点からその必要性が位置づけ
られているものであり、単に長期にわたって事業に着手していないという理由のみで変更することは
適切ではない。都市施設の配置の変更や規模の縮小、廃止は、個別の箇所や区間のみを対象とした検
討を行うのではなく、都市の将来像を踏まえ、都市全体あるいは影響する地域全体としての施設の配
置や規模等の検討を行い、その必要性の変更理由を明らかにした上で行われるべきである。
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① 策定の背景・目的

【参考_都市計画運用指針 抜粋】

Ⅳ－２－２ 都市施設
Ⅱ）施設別の事項
Ａ．交通施設
Ａ－２．道路 ２．道路の都市計画の考え方（８）道路に関する都市計画の見直し

道路の都市計画については、都市計画基礎調査や都市交通調査の結果等を踏まえ、また、地域整備の方向
性の見直しとあわせて、その必要性や配置、構造等の検証を行い、必要がある場合には都市計画の変更を行
うべきである。この場合、地域整備の在り方とあわせて、地域全体における都市計画道路の配置、構造等に
ついての検討を行うべきであり、また、過去に整備された道路の再整備についても、必要に応じ検討を行う
ことが望ましい。また、都市計画道路の変更を行う場合には、その変更理由を明確にした上で行うべきであ
る。
長期にわたり未整備の路線については、長期的視点からその必要性が従来位置づけられてきたものであり、
単に長期未着手であるとの理由だけで路線や区間毎に見直しを行うことは望ましくなく、都市全体あるいは
関連する都市計画道路全体の配置等を検討する中で見直されるべきである。これらの見直しを行う場合に
は、都市計画道路が整備されないために通過交通が生活道路に入り込んだり、歩行者と自動車が分離され
ないまま危険な状態であるなど対応すべき課題を明確にした上で検討を行う必要がある。

都市計画道路の廃止や幅員の縮小は、例えば都市の将来像の変更に伴い想定していた市街地の拡大が見
直されるなどにより当該道路の必要性がなくなった場合や、都市計画道路の適切な代替路線を別途計画す
る場合等が考えられるが、変更を行う場合にはその変更理由を明らかにした上で行うべきである。また、代
替路線を計画する場合は、新たな建築制限が課される関係者を含めた地域社会の合意形成の必要性も念頭
において検討を行うことが必要であると考えられる。



恵那市建設部都市整備課7

① 策定の背景・目的

年 概 要

昭和29年
（1954年）

都市計画道路の指定

⚫ 既存市街地の主要道を中心に都市計画道路を指定

昭和49年
（1974年）

新たに都市計画道路 4路線の指定

⚫ 国道19号バイパスの整備
⚫ 中央自動車道と恵那ＩＣの整備
⚫ 住宅・工業用地需要の増加

平成2年 ～
（1990年）

土地区画整理事業に伴う都市計画道路の整備

⚫ 正家第一土地区画整理事業
⚫ 大崎土地区画整理事業
⚫ 正家第二土地区画整理事業

恵那市の都市計画道路の変遷・現状
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① 策定の背景・目的

阿弥陀外戸乗越線
（現 石田新田線）

大井日光坊線
（現 恵那駅惣の神線）
（現 学頭日光坊線）

神明前船山線
（現 神明前一丁田線）

大井駅石橋線
（現 恵那駅前石橋線）

寺下石田線

葛沢桑下線

羽根平学頭線

羽根平船山線

一丁田的ヶ屋敷線
（現 寺平的ヶ屋敷線）

下屋敷河原田線

垣外後田線
（現 御所の前牧田線）大井駅前線

（現 恵那駅前線）

昭和29年 都市計画道路図

凡 例

都市計画道路

旧 国道19号線

恵那市役所

恵那駅

○昭和29年：既存市街地の主要道を中心に都市計画道路を指定

恵那市の都市計画道路の変遷
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○昭和49年：用途地域指定に併せ、新たに４箇所、都市計画道路を指定

図中番号 路線名 用途地域との位置関係

的ヶ屋敷新田線
恵那病院周辺（野越）地区の住宅地造成を見込み、住居専用地域に指定。
寺平的ヶ屋敷線と石田新田線をつなぐ横断道路として指定。

乗越新田線
鳶ヶ入地区（リコー）中心に準工業地域及び工業地域を指定し、工業区画として利用を見込
む。工業用地拡大を見込み境界道路として指定。

一色神ノ木線
恵那駅北側を住宅地造成を見込み住居専用地域に指定。新栄町と新設される恵那ICを結ぶ横
断道路として指定。

雀子ヶ根鏡山線
新たな住宅地として学頭地区を住居専用地域に指定。
国道19号線と学頭日光坊線を結ぶ横断道路として指定。

（坂の上交差点周辺）
恵那IC開設にあわせ現石田新田線と現恵那駅前石橋線の交差点工事。
坂の上交差点が５差路となる（S49までに整備完了）。

昭和49年 都市計画道路図

坂の上交差点を
5差路に改良

１

２

５ ４

３

的ヶ屋敷新田線

乗越新田線

一色神ノ木線

雀子ヶ根鏡山線
凡 例

既存都市計画道路（昭和29年）

新規都市計画道路（昭和49年）

都市計画道路（廃止）

国道19号

１

２

３

４

５

恵那市役所

恵那駅

恵那ＩＣ

① 策定の背景・目的
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○平成2年～：土地区画整理事業に伴う都市計画道路の整備

② 策定の背景・目的
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① 策定の背景・目的

恵那市の都市計画道路の現状
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① 策定の背景・目的
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② 方針の骨子案

１．目的

２．位置づけ

３．見直しの考え方

４．手順・評価

５．結果

骨子（案）

第３次恵那市総合計画

基本構想

基本計画

恵那市都市計画マスタープラン
（恵那市立地適正化計画）

恵那市決定の都市計画
（地域地区・都市施設・市街
地開発事業・地区計画など）

さまざまな
都市づくりの取り組み

他
の
分
野
別
計
画

即する 踏まえる

即する

整合

整合

国土利用計画
（恵那市計画）

整合

即する

恵那市都市計画道路
の見直し方針

踏まえる
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② 方針の骨子案

１．目的

２．位置づけ

３．見直しの考え方

４．手順・評価

５．結果

骨子（案）

見直しの基本的な考え方

都市計画運用指針

恵那市都市計画マス
タープラン（恵那市立
地適正化計画）

踏まえる 踏まえる

岐阜県都市計画道路
の見直し方針

踏まえる

骨子（案）

参考 岐阜県都市計画道路見直し方針
見直し候補路線選定マニュアル 抜粋
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③策定 スケジュール（案）

事 項 時 期 備 考

見直し方針（建設部案）選定 令和7年8月～12月
・課題、未整備要因の分析
・必要性、合理性の評価
・実現可能性の検討 等

庁内調整 令和8年1月～3月

見直し方針（案）選定 令和8年3月

都市計画審議会意見照会 令和8年4月～ 明確な時期は未定

岐阜県協議 令和8年4月～ 明確な時期は未定

パブリックコメント 令和8年4月～ 明確な時期は未定

策定・公表 令和9年3月 目標時期
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終わり
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